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事 業 契 約 書 

 

１ 事 業 名   狭山市立第一学校給食センター更新事業  

２ 事業場所   狭山市鵜ノ木及び柏原地内ほか 

３ 事業期間   本契約の日から平成３６年３月３１日 

          （引渡し予定日 平成２１年６月３０日） 

          （引渡し期限 平成２１年６月３０日） 

４ 契約代金額   金 ６，９７７，５０９，００４円 

ただし、上記金額に、以下で定義する本約款の定める方法による

金利変更及び物価変動による増減額並びに当該増減額に係る消費

税及び地方消費税相当額を加算した額とする。（なお、その内訳

金額は、以下で定義する本約款に記載するところによる。） 

５ 契約保証金   以下で定義する本約款第34条の定めるところによる。 

 

 上記の事業契約について、狭山市（以下「市」という。）と株式会社狭山学校給食サ

ービス（以下「事業者」という。）は、各々対等な立場における合意に基づいて、別添

狭山市立第一学校給食センター更新事業に係わる事業契約約款（以下「本約款」とい

う。）の定めるところにより、公正な事業契約を締結し、信義に従い誠実にこれを履行

するものとする。 

なお、本事業契約は、仮契約とし、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第９条の規定により、狭山市議会の議

決が得られたとき、本契約とする。 

本事業契約の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自その

１通を保有する。 

 

  平成 19年 11月 16日 

                    埼玉県狭山市入間川１丁目２３番５号 

（発注者）  狭山市 

              狭山市長  仲 川 幸 成   印 

 

 

     埼玉県狭山市大字堀兼１８８６番地１ 

（事業者）  株式会社狭山学校給食サービス 

              代表取締役  松 本  章  印 
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第１章  用語の定義 
 （定義） 

第1条 狭山市立第一学校給食センター更新事業に係わる事業契約（以下「本契約」という
。）における各用語の定義は、本文中において特に明示されるものを除き、別紙 1 
に記載する「用語の定義」において定めるところによる。 

第２章  総則 

 

 （契約の目的） 

第2条 本契約は、市及び事業者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な事

項を定めることを目的とする。 

 

 （公共性及び事業の趣旨の尊重） 

第3条 事業者は、本事業が公益的施設の整備事業として、公共性を有することを十分理解

し、本事業の実施に当たり、その趣旨を尊重する。 
２ 市及び事業者は、本事業の目的を十分理解し、本事業の実施に当たり、その趣旨を尊 

重する。 

 
 （契約関係書類の適用関係） 

第4条 入札説明書等、要求水準書等、事業契約書等及び事業者提案の記載内容に矛盾又は

相違がある場合は、事業契約書等、要求水準書等、入札説明書等、事業者提案（以下 

、総称して「契約関係書類」という。）の順に優先して適用されるものとする。 
２ 契約関係書類の間に疑義が生じた場合は、市及び事業者の間において協議の上、その 

記載内容に関する事項を決定するものとする。 

３ 事業者提案と要求水準書等の内容に差異がある場合は、事業者提案に記載された提案 

内容が要求水準書等に記載された要求水準を上回るときに限り、事業者提案が優先し 

て適用されるものとする。 
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第３章  本事業の大要 

 
 （本事業の概要・事業範囲） 

第5条 本事業は、本施設等を対象とする設計、建設・工事監理、厨房機器・食器等の調達

及び設置、維持管理及び運営業務並びに本施設等の所有権設定に係る業務とこれらに 
付随し関連する一切の事業により構成される。 

２ 本施設等は、市が事業者から本契約に定めるところにより引渡しを受けるものとする。 
３ 本事業は、契約関係書類に従い、事業者が適正かつ確実に実施するものとし、市は事 

業者による本事業の適正かつ確実な実施を確保するための措置を執るものとする。 
４ 市は、事業者に対し、事業者が事業期間にわたり実施する業務に関して、本契約の定 

めるところに従い、事業者から提供されるサービスに対して、その対価として一定の 
金額（以下「サービス対価」という。）を支払う。 

 
 （本事業の事業方式） 

第6条 本施設等は、事業者により設計、建設された後、引渡しと同時にその所有権が市に

帰属し、以後、市が所有する。本施設等は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第
238 条第４項に規定する行政財産として位置付けられる。事業者は、本契約に定める 
ところに従い、維持管理及び運営業務期間にわたり、本施設等の維持管理及び運営業 
務を遂行する。 

２ 本施設等に備え付けの設備、什器・備品等は、市と事業者の間で別途合意されない限 
り、市が所有するものとする。 

３ 事業者は、工事着手予定日をもって、本施設等の引渡し日までの期間、建設工事等の 
遂行に必要な範囲で、市が所有する事業用地を無償で使用することができる。建設期 

間中の事業用地の管理は、事業者が善良な管理者の注意義務をもって行うものとする 
。 

４ 事業者は、維持管理及び運営期間中、維持管理及び運営業務の遂行に必要な範囲で、 
市が所有する事業用地及び施設を無償で使用することができる。 

 
 （事業者の資金調達） 

第7条 事業者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本事業の実施に必要な一切の費

用を負担し、本事業を実施するに当たり必要な資金調達をすべて自己の責任において 
行う。 

 （事業期間） 

第8条 本事業の事業期間等は、次のとおりとする。 
（１） 事業期間       事業契約締結日～平成 36年 3月末日 
（２） 設計・建設期間    事業契約締結日～平成 21年 6月末日 
（３） 運用開始日      平成 21年 9月 1日 
（４） 維持管理期間     本施設等引渡し日～平成 36年 3月末日 
（５） 運営期間       運用開始日～平成 36年 3月末日 
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 （法令の遵守） 

第9条 事業者は、本事業を実施するに当たり、関連する法令、条例等を遵守する。 

 

第４章  本施設等の設計 

 

 （本施設等の設計） 

第10条  事業者は、契約関係書類に基づき自己の費用及び責任で本施設等を設計する。 
 

 （設計の第三者への委託） 

第11条  事業者は、事前の市の書面による承諾を得た上で、本施設等の設計の全部又は一

部を第三者に委託することができる。 
２ 事業者は、前項に規定する受託者の使用について、責任を負う。本施設等の設計に係 
る受託者の責めに帰すべき事由は、事業者の責めに帰すべき事由とみなす。 

 
 （設計に伴う各種調査） 

第12条  事業者は、必要に応じて、契約関係書類に記載された事業場所における測量、地

盤調査その他の関係する調査を実施する。 
２ 事業者は、前項に定める調査を実施する場合は、調査に着手する前に調査計画書を作 

成し、市に提出しなければならない。 
３ 事業者は、事前の市への書面による通知により、調査業務の全部又は一部を第三者に 

委託することができる。この場合、事業者は、受託者の使用について責任を負う。 
４ 事業者は、調査業務及び調査結果に係る一切の責任及び費用を負担する。 

 
 （設計に係る許認可及び届出） 

第13条  事業者は、本施設等の設計に関する本契約上の義務を履行するために必要な一切

の許認可の取得及び届出を自己の責任及び費用において行う。 
２ 市は、事業者からの要請がある場合、事業者の許認可取得及び届出のために必要な協 

力を行う。 
 

 
 （設計に対する市によるモニタリング） 

第14条  事業者は、本施設等の設計の進捗状況に関して、定期的に市に対して報告を行う

ものとする。 
２ 市は、本施設等の適正かつ確実な整備を確保するため、随時、設計図書等を閲覧する 

などの確認を行うことができるとともに業務実施状況の報告を求めることができる。 
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 （設計の変更） 

第15条  市は、必要があると認めるときは、事業者に対して、設計変更を要求することが
できる。事業者は、当該設計変更請求を受領した後、速やかにその内容を検討し、市に

検討結果を通知しなければならない。事業者は、市からの設計変更請求の内容に疑  
義がある場合、市に対して協議を申し入れることができる。 

２ 事業者は、市が提示した仕様等の変更を伴う設計変更は、することができない。ただ 
し、特に合理的な理由があり、かつ、事前の市の書面による承諾がある場合は、この 

限りでない。 
３ 前２項の場合の設計変更の費用及び変更による追加的費用は、当該設計変更が、市が 

提供したデータの誤り又は市の提示条件若しくは指示の不備若しくは変更による場合 
等、市の責めに帰すべき事由に基づく場合には、市が負担し、事業者の責めに帰すべ 

き事由に基づく場合には、事業者が負担する。ただし、当該設計変更が不可抗力や法 
令変更に基づく場合は、市が負担する。 

４ 設計変更により本施設等の設計及び建設工事等業務に係る費用が減少する場合、市及 
び事業者は、協議により合理的な範囲内で当該費用の減少分をサービスの対価から減 

額する。 
５ 市が本条第 1 項に基づき設計変更を要求したこと又は第 2 項の書面による承諾をした 

ことのいずれを理由としても、事業者の責任は、免除又は軽減されるものではなく、 
かつ、市が、設計及び建設工事等について、責任を負担するものではない。 

 
 （設計図書等についての責任） 

第16条  事業者は、設計変更がなされたか否かを問わず、設計図書等の瑕疵等により生じ

た前条に規定する以外の増加費用及び損害賠償責任を負担する。ただし、市の責めに 
帰すべき事由による場合及び不可抗力又は法令変更による場合は、市の負担とする。 

２ 前条及び前項により市が負担すべき増加費用等の支払い時期及び支払い方法は、当該 
費用等の金額等の確定後に予算措置等必要な手続きを経ることを前提として、市と事 

業者の協議により決定される。 
 

 （設計の完了） 

第17条  事業者は、本施設等の設計の完了後、速やかに設計図書等を市に提出する。市は

、必要があると認めるときは、事業者に説明を求めることができる。 
２ 市は、前項に基づき提出された設計図書等について、契約関係書類との間に不一致又 
は矛盾があると認めたときは、速やかに事業者に通知する。 

３ 事業者は、前項の通知を受領した場合、自己の費用で（ただし、市の責めに帰すべき 
事由及び法令変更、不可抗力に起因する場合は、市の負担とする）、速やかに当該不 

一致又は矛盾を是正するための措置を執り、市の確認を得なければならない。事業者 
は、前項の通知の内容について疑義がある場合、市に対して協議を申し入れることが 

できる。 
４ 市が本条第 1 項に基づき設計図書等を受領したこと、第 2 項の通知をしないこと又は 

前項の確認をしたことのいずれを理由としても、事業者の責任は、免除又は軽減され 
るものではなく、かつ、市が、設計及び建設工事等について、責任を負担するもので 

はない。 
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第５章  本施設等の建設 

第１節 総則 

 （本施設等の建設） 

第18条  事業者は、契約関係書類及び設計図書等に従い、本施設等の建設工事、厨房機器

及び什器・備品等の整備、これらの工事監理並びにその他一切の関連業務（以下「建 
設工事等」という。）を行う。 

２ 仮設、施工方法、その他本施設等の完成のために必要な一切の手段は、事業者が、自 
己の責任で決定する。 

３ 事業者は、市から本施設等の建設工事等に係る建設着手の許可通知を受けた後、遅滞 
なく本施設等の建設工事等に着手しなければならない。 

 
 （建設の第三者への発注） 

第19条  事業者は、事前の市の書面による承諾を得た上で、本施設等の建設工事等の全部

又は一部を第三者に請け負わせることができる。更に下請負人を使用する場合にあって
は、市に対し当該下請負人の名称その他の情報を事前に通知するものとする。 

２ 事業者は、前項に係る請負人又は下請負人の使用について、責任を負う。本施設等の 
建設工事等に係る請負人又は下請負人の責めに帰すべき事由は、事業者の責めに帰す 

べき事由とみなす。 
 

 （工事監理者） 

第20条  事業者は、適切な工事監理者を設置し、名称及びその他の情報を市に通知する。 
２ 事業者は、工事監理者に契約関係書類及び設計図書等に基づく適切な工事監理を行わ 

せる。 
３ 市は、工事監理者に対し、随時本施設等の建設についての報告を要求することができ 

る。市が要求したときは、事業者は、工事監理者に、市に対する施工の事前説明及び 
事後報告並びに現場での施工状況の確認等を行わせる。 

４ 事業者は、工事監理者をして、事業者に対し、工事監理者が作成した月報及び工事監 
理報告書を翌月 5 日までに提出させ、事業者は、これをその翌々日までに市に対して 

提出する（ただし、当該日が、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年
法律第 178 号）に規定する休日、12 月 29 日から同月 31 日までの日又は 1 月 1 日か  

ら同月 3 日までの日のいずれかに該当するときは、これらの直後の該当しない日とし、
変更の必要があるときは、市と事業者の協議の上、提出日を確認するものとする）。 

 
 （建設に伴う各種調査） 

第21条  事業者は、自己の費用負担により本施設等の建設のために必要となる各種調査を

実施し建設工事等を実施する。 
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２ 事業者は、本施設等の建設工事等に伴う各種調査を行う場合、市に事前に連絡した上 

で行う。 

３ 事業者は、本条第１項に基づき事業者が実施した各種調査について、責任を負担する。 

 

 （施工計画書） 

第22条  事業者は、施工計画書を本施設等の建設工事等の着手前で、市と事業者との協議

により定められる日までに市に提出しなければならない。事業者は、必要がある場合 

は、市と協議の上、施工計画書の内容を変更することができ、この場合にあっては、 

変更後の当該施工計画書を速やかに市に提出しなければならない。 
２ 事業者は、工事工程表を作成し、市と事業者との協議により定められる日までに市に 

提出しなければならない。事業者は、必要がある場合は、市と協議の上、工事工程表 

の内容を変更することができ、この場合にあっては、変更後の当該工事工程表を速や 

かに市に提出しなければならない。 

３ 市は、本条第 1 項及び前項に基づき事業者が市に提出した書類が、契約関係書類との 

間に不一致又は矛盾があると認めた場合、速やかに事業者に通知する。 

４ 事業者は、前項の通知を受領した場合、速やかに当該不一致又は矛盾を是正するため 

に、当該書類を訂正するなどの措置をとり、市の確認を得なければならない。事業者 

は、前項の通知の内容について疑義がある場合、市に対して協議を申し入れることが 

できる。 

５ 市が本条第 1 項及び第 2 項に基づき施工計画書及び工事工程表を受領したこと、第 3 

項の通知をしないこと又は前項の確認をしたことのいずれを理由としても、事業者の 

責任は、免除又は軽減されるものではなく、かつ、市が、設計及び建設工事等につい 

て、責任を負担するものではない。 

６ 事業者は、工期中毎月末に、翌月分に係る月間工事工程表を市に提出する。 

 

 （建設に係る許認可及び届出） 

第23条  事業者は、本施設等の建設工事等に関する本契約上の義務を履行するために必要

な一切の許認可の取得及び届出を自己の費用と責任において行わなければならない。 

２ 市は、事業者からの要請がある場合、事業者による許認可の取得及び届出のために必 

要な協力を行う。 

３ 事業者は、市が行わなければならない許認可の取得及び届出のために必要な協力を行 

うものとする。 

 

 （建設に伴う近隣対応） 

第24条  事業者は、自己の責任及び費用で、騒音、悪臭、粉塵発生、交通渋滞その他建設

工事等が近隣の生活環境に与える影響を勘案して、必要な近隣対応を実施し、市に事 

前にその内容及び事後にその結果を報告する。 

２ 市は、事業者からの要請があった場合には、前項に規定する事業者による近隣対応に 

対し必要な協力を行うものとする。 
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 （建設に対する市によるモニタリング） 

第25条  市は、事業者が設計図書等に従い本施設等の建設工事等を実施していることを確

認するために、事業者及び請負人に対し説明を求めることができ、かつ、建設工事等 

の現場において、工事等の進捗状況を立会いの上確認することができる。 

２ 事業者は、前項に規定する説明及び確認の実施について、市に対して最大限の協力を 

し、請負人をして、市に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせる。 

３ 前 2 項に規定する説明等の結果、事業者による建設工事等が、設計図書等及び契約関 

係書類を満たしていないものと認められる場合、市は、事業者に対してその是正を求 

めることができる。事業者は、その要求について疑義がある場合、市に対して協議を 

申し入れることができる。 

４ 事業者は、工期中、事業者が自己の責任及び費用で行う本施設等の自主完成検査及び 

建設設備、機器、器具、什器・備品等の試運転等（以下「自主完成検査等」という。）

又は試験等の日程、内容等をその実施の 7 日前までに市に対して通知する。市は、  

当該自主完成検査又は試験に立ち会うことができる。 

５ 市は、本条に規定する立会い又は確認等の実施を理由としては、本施設等の建設の全 

部又は一部について、何ら責任を負担するものではない。 

第２節 工期の変更等 

 （工期等の変更） 

第26条  市が事業者に対して工期等の変更を請求した場合、市と事業者は、協議により当

該変更の当否を決定する。ただし、当該協議が不調に終わった場合、市が当該変更の 

当否を決定するものとし、原則として事業者は、これに従う。 

２ 事業者が、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により、市に対して 

工期の変更等を請求した場合、市は、原則として、工期の変更を承認し、市と事業者 

は、協議により変更内容を決定するものとする。 

 

 （工期等の変更による費用負担） 

第27条  市は、市の責めに帰すべき事由、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできな

い事由により本施設等の工期が変更され、実際の引渡し日が引渡し予定日より遅延し 

た場合、当該工期又は引渡し日の遅延に伴い事業者が負担した合理的な増加費用に相 

当する金額を事業者に支払う。 
２ 事業者の責めに帰すべき事由により工期が変更され、実際の引渡し日が引渡し予定日 

より遅延した場合、事業者は、当該工期の変更又は引渡し日の遅延に伴い市に発生し 

た合理的な損害額に相当する金額を市に支払う。 

 

 （工事の一時中止） 

第28条  市は、必要があると認めるときは、事業者に対し本施設等の建設工事等の全部又

は一部を一時中止させることができる。 

２ 市は、前項の場合において必要があると認めるときは、工期を変更することができる。

市は、事業者の責めに帰すべき場合を除き、工事の一時中止に伴い事業者に生じた増加

費用を合理的な範囲で負担する。 
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第３節 本施設等の完成等 

 （本施設等の自主完成検査） 

第29条  事業者は、自主完成検査等を実施する。 
２ 事業者は、前項の自主完成検査等の日程及び内容をその実施の 7 日前までに市に対し 
て通知する。市は、自主完成検査等に立ち会うことができる。 

３ 事業者は、市の自主完成検査等への立会いの有無にかかわらず、市に対して自主完成 
検査等の結果を検査済証、その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。 

 
 （市による本施設等の完成検査） 

第30条  市は、前条に規定する事業者による自主完成検査等の終了後、本施設等の引渡し

に先立ち、次の方法により完成検査を実施する。 
（１） 市は、事業者、請負人及び工事監理者の立会いのもとで完成検査を実施する。 
（２） 完成検査は、設計図書等との照合により実施する。 
（３） 建設設備、機器、器具、什器・備品等の試運転等は、市の実施する完成検査の

前に事業者が実施して、その報告書を市に提出する。 
（４） 事業者は、建設設備、機器、器具、什器・備品等の取扱いに関し、市へ説明を

実施する。 
２ 事業者が前項の完成検査に合格しない場合、市は、事業者に是正等の適切な措置を求 

めることができる。事業者は、その要求の内容について疑義がある場合、市に対して 
協議を申し入れることができる。 

 
 （市による本施設等の完成検査通知） 

第31条  事業者は、前条の完成検査に合格したときは、完成図書を速やかに市に提出しな

ければならならない。市は、事業者から自主完成検査等の結果報告を受けた日から 14
日以内に、完成検査を実施し、事業者が前条の完成検査に合格したときは、事業者に 

対し完成検査結果通知書を交付しなければならない。事業者は、市からの完成検査結 
果通知書の交付がなければ、維持管理及び運営業務を開始することができない。 

２ 市は、事業者から交付された完成図書を本施設等の修繕等のために使用し、かつ、必 
要な改変を加えることができる。 
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第４節 損害の発生等 

 （建設工事中に第三者に及ぼした損害） 

第32条  事業者が本施設等の建設工事等に関し、第三者に損害を及ぼした場合、直ちに市

へ報告し、当該損害のうち、事業者の責めに帰すべき事由によるものは、事業者が賠 

償し、自らの責任及び費用負担で対処しなければならない。 
 

 （建設期間中の保険） 

第33条  事業者は、本施設等の工期中、別紙 3 に記載する「建設、維持管理及び運営業 
務期間中の保険」のうち、建設期間中の保険に加入するものとする。事業者が請負人 

を使用する場合は、請負人をして同保険に加入させるものとする。 

 

第５節 履行保証 

 （設計及び建設工事等の履行保証） 

第34条  事業者は、本施設等の設計及び建設工事等の期間中の履行保証として、本契約の

締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、 

本項第 5 号の場合にあっては、事業者が別途定める履行保証保険契約を締結した後又 

は建設工事（設計を含む）の請負人をして別途定める履行保証保険契約を締結せしめ 

た後、直ちにその保証証券を市に寄託しなければならない。 

（１）契約保証金の納付 

（２）契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 
（３）本施設等の建設に係る債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、

市が確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証 

（４）本施設等の建設に係る債務の履行を保証する工事履行保証証券による保証 
（５）この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の 

締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額は、本施設等の設計、建設工事及び工事監理の費用 

に相当する金額及び当該額に係る消費税等相当額の合計額の 10 分の 1 以上としなけ  

ればならない。 

３ 本条第 1 項の規定により、事業者が同項第 2 号又は第 3 号に掲げる保証を付したとき 

は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第 4 号 

又は第5号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 契約金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の本施設等の設計、建設工事及 

び工事監理の費用に相当する金額及び当該額に係る消費税等相当額の合計額の 10 分  

の 1 に達するまで、市は、保証の額の増額を請求することができ、一方、事業者は、 

保証の額の減額を請求することができる。 

５ 契約保証金は、本施設等の設計及び建設工事等の履行後に還付するものとする。 
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第６章 本施設等の引渡し等 

 

 （本施設等の引渡し） 

第35条  事業者は、市から完成検査結果通知書を受領した場合、速やかに本施設等を市に

引き渡すものとする。 
２ 前項による引渡しにより、事業者が原始取得していた本施設等の所有権を市が取得す 

るものとし、引渡しは事業者による本施設等の完成から６ヶ月以内に事業者未使用に 
て行われるものとする。 

 
 （本施設等の引渡しの方法） 

第36条  事業者は、市に対し、本施設等に一切の制限物権が設定されていない状態で、所

有権保存登記手続に必要な書類の交付その他一切の必要な手続を執るものとする。 
２ 事業者は、市への本施設等の引渡しに際して生じる一切の費用を負担するものとする。 

 
 （本施設等の引渡しの期日の変更） 

第37条  市は、市の責めに帰すべき事由、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできな

い事由により本施設等の引渡しの期日が変更され、実際の引渡し日が引渡し予定日よ 
り遅延した場合、当該引渡しの遅延に伴い事業者が負担した合理的な増加費用に相当 

する金額を事業者に支払う。 
２ 事業者の責めに帰すべき事由により引渡しの期日が変更され、実際の引渡し日が引渡 

し予定日より遅延した場合、事業者は、当該引渡し日の遅延に伴い市に発生した損害 
額及び当該額に係る消費税相当額の合計額に相当する金額を市に支払う。 

 
 （本施設等の所有権保存登記） 

第38条  本施設等の所有権は、施設の引渡し日に市が取得するものとし、所有権保存登記

手続きは、市が行う。 
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 （本施設等の引渡しに伴う支払い） 

第39条  市は、本施設等の引渡しを受け、その内容が契約関係書類に適合していることが

市により確認されることを条件として、第 57条に規定するサービスの対価を支払う。 
 

 （瑕疵担保責任） 

第40条  市は、本施設等に瑕疵があるときは、事業者に過失があるか否かにかかわらず、

事業者に対して相当の期間を定めて当該瑕疵の修補を請求し、又は修補に代えて、若 

しくは修補と共に損害の賠償を請求することができる。 
２ 前項に規定する瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、本施設等の引渡しの日から 1 年以 

内（木造建物等の建設工事の場合）又は 2 年以内（コンクリート造の建物等又は土木工
作物等の建設工事及び設備工事等の場合）とする。ただし、事業者が当該瑕疵を知  

っていたとき、その瑕疵又は損害が、事業者の故意又は重大な過失によって生じた場 
合、又は住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第88条第1項

に規定する構造耐力上主要な部分若しくは雨水の浸入を防止する部分について生じ  
た場合（構造耐力上又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）には、当該請求を行 

うことのできる期間は、1年を5年とし、2年を10年とする。 
３ 市は、本施設等が瑕疵により滅失又はき損した場合、前項に定める期間内であって、 

かつ、当該滅失又はき損を市が知った時から１年以内に、本条第 1 項の請求をしなけ 
ればならない。 

 

第７章  本施設等の維持管理及び運営業務 

 

第１節 総則 

 （本施設等の維持管理及び運営業務） 

第41条  事業者は、本施設等の施設引渡し後から開始し事業期間終了日に終了する維持管

理及び運営業務期間の間、契約関係書類並びに本条第 2 項に規定する維持管理業務仕 
様書及び運営業務仕様書（以下「維持管理及び運営業務仕様書」という。）に従い、 

自己の費用及び責任で、本施設等を所定の機能及び性能が正常に発揮される状態に維 
持し、利用者等が本施設等を安全、快適かつ便利に利用できるサービスの質及び水準 

を保持することを目的として、本施設等の維持管理及び運営業務を行う。 
２ 事業者は、契約関係書類に基づき、市との協議により事業者による本施設等の維持管 

理及び運営業務の仕様を定める維持管理及び運営業務仕様書を作成する。事業者は、 
市との協議により維持管理及び運営業務仕様書の内容を変更することができる。 
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 （維持管理及び運営業務の第三者への委託） 

第42条  事業者は、事前の市の書面による承諾を得た上で、本施設等の維持管理及び運営

業務の全部又は一部を第三者に委託することができる。 
２ 事業者は、前項の規定に基づく委託を行う場合、当該委託の内容が確認できる契約の 
概要を市に速やかに提出しなければならない。市は、必要に応じて当該委託に関連す 
る契約書をいつでも閲覧することができる。 
３ 事業者は、本条第 1 項に係る受託者の使用について、すべての責任を負う。本施設等 
の維持管理及び運営業務に係る受託者の責めに帰すべき事由は、事業者の責めに帰す 
べき事由とみなす。 
 

 （維持管理及び運営業務計画書） 

第43条  事業者は、維持管理及び運営業務に係る契約関係書類に従い、翌事業年度の事業

者による本施設等の維持管理及び運営業務について、実施体制、実施工程等維持管理 

及び運営業務の実施のために必要な事項を記載した維持管理及び運営業務計画書を毎 

年当該事業年度が開始する 30 日前までに市に提出し、その確認を受けなければならな

い。 
 

 （維持管理及び運営業務に係る許認可及び届出） 

第44条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務に関する本契約上の義務を履行する

ために必要な一切の許認可の取得及び届出を自己の責任及び費用において行う。 
２ 市は、事業者の要請がある場合、事業者の許認可の取得及び届出のために必要な協力 
を行う。 
３ 事業者は、市の要請がある場合、本施設等の維持管理及び運営業務に関する市の許認 
可の取得及び届出のために必要な協力を行う。 
 

 （事業者による本施設等の維持管理及び運営業務体制の整備） 

第45条  事業者は、本施設等の業務開始予定日までに本施設等の維持管理及び運営業務の

実施のために必要な一切の準備を完了させ、かつ、市に対しその旨を通知する。 
２ 市は、事業者による維持管理及び運営業務の準備が完了したことを受けて、維持管理 
及び運営業務体制を確認し、事業者は、その確認に協力する。当該確認の結果、事業 
者により維持管理及び運営業務仕様書に従った体制が整備されていない場合、市は、 
事業者に対しその是正を求めることができる。 
 

 （本施設等の維持管理及び運営業務開始の遅延） 

第46条  本施設等の維持管理及び運営業務の開始が、業務開始予定日よりも遅延した場合

、市及び事業者は、次のように遅延の事由区分に応じて責任を負う。 
（１）市の責めに帰すべき事由による場合、市は、事業者に対して遅延日数に応じて事
業者が実際に負担した追加的経費の額から事業者が出費を免れた経費の額を控除 
して得られる金額を支払う。 

（２）事業者の責めに帰すべき事由による場合、事業者は、市に対して維持管理及び運

営業務期間の初年度のサービスの対価の年額について、遅延日数に応じて、年

5.0％の割合による金額を日割り計算した遅延損害金を支払う。ただし、市が被っ 
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た合理的な範囲の損害のうち、遅延損害金により回復されないものがあるときは、

その部分について事業者に対して損害賠償の請求を行うことができる。 
（３）不可抗力又は法令変更による場合、市は、事業者に対して遅延日数に応じて、実

際に負担した追加的経費の額から事業者が出費を免れた経費の額を控除して得ら 

れる金額を支払う。 
２ 市が事業者に対し遅延期間につき支払うべき金額は、前項に規定する金額に限られ、 

別途サービスの対価の支払いは行われない。ただし、設計及び建設・工事監理業務の 

対価は除くものとする。 

 

 （維持管理及び運営業務に伴う近隣対応） 

第47条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務に関して必要な近隣対応を自己の費

用及び責任で実施する。 
２ 市は、事業者からの要請があるときは、前項に規定する事業者による近隣対応に対し 

必要な協力を行う。 

 

 （本施設等の修繕） 

第48条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務期間中、事業者が提案した修繕計画

に基づき本施設等の修繕を行う。 

２ 市は、本施設等の維持管理及び運営業務期間中、事業者が提案した大規模修繕計画を 

参考とし、市の判断と費用により本施設等の大規模修繕を行う。 

 

 （本施設等の設備更新及び改良等） 

第49条  市は、本施設等の維持管理及び運営業務期間中、事業者からの提案に基づき、市

の判断と費用により本施設等の全部又は一部の設備更新及び改良を行う。 
２ 事業者は、必要に応じ、本条に規定する設備更新及び改良を完成図書に反映し、かつ 

、使用した設計図書等を市に提出しなければならない。 

第２節 維持管理及び運営業務のモニタリング 

 （維持管理及び運営業務に係る業務報告書） 

第50条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務期間中、毎月の業務実績を報告する

ために、毎月 5 日までに当該月の前月の業務に係る業務報告書（以下「通常業務報告 

書」という。）を市に提出しなければならない（ただし、当該日が、土曜日、日曜日、

国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日、12 月 29 日か  
ら同月 31日又は 1月 1日から同月 3日のいずれかに該当するときは、その直後のそれ

らに該当しない日とする。）。 

２ 事業者は、維持管理及び運営業務期間中、維持管理及び運営業務に関して緊急の対応 

が必要な事故や事件等のトラブル及び利用者等からの苦情・要望等が発生した場合、 

速やかに当該事故の内容及びそれに対する対応策を記載した業務報告書を市に提出す 

る。事業者は、市の要求がある場合は、当該事故等に対する事業者の対応、当該事故 

等に関する状況及び顛末等を記載した業務報告書を随時市に提出する（以下「随時業 

務報告書」という。）。 
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 （維持管理及び運営業務に対する市によるモニタリング） 

第51条  市は、自己の費用で本施設等の維持管理及び運営業務の状況を確認し、事業者に

よる本施設等の維持管理及び運営業務が契約関係書類及び維持管理及び運営業務仕様 

書（以下「要求サービス水準」という。）に適合しているかを確認するために、次のと

おりモニタリングを実施する。ただし、事業者に発生する費用は、事業者が負担する。 

（１）定期モニタリング：市が、月に 1回、事業者から提出される通常業務報告書を検討

するほか、市が設定するチェック項目について、巡回、業務監視、事業者への説明

要求等により業務遂行状況をチェックするとともに、各業務報告書記載事項の事実

の確認をする。 

（２）随時モニタリング：随時業務報告書の検討のほか、上記と同様の内容のモニタリ

ングを必要に応じて随時行う。 

（３）市は、前 2号に規定するモニタリングの結果に基づき、事業者による業務の実施状

況の良否を業務ごとに判断し、本判断結果を通常業務報告書又は随時業務報告書を

受領した日から起算して 7日以内に事業者に通知する。当該判断の基準は、本契約

締結後、市が、事業者に対し提示するものとする。 

２ 市は、前項に規定するモニタリングの実施の際に、事業者に事前に通知することによ 

り、本施設等の維持管理及び運営業務の状況について、説明及び立会いを要求すること

ができる。事業者は、市からのその要求等に対し協力するものとする。 

３ 本条第 1 項に規定するモニタリングの結果、事業者による業務の実施状況について、 

要求サービス水準に適合していないものがあると認められる場合、若しくは本施設等 

の全部又は一部が本来有すべき機能にて利用できない状況にあると認められる場合、 

市は、事業者に対し別紙 2 に記載する「モニタリング及びペナルティの考え方」に 

従い、ペナルティを課すことができる。 

 

第３節 業務の変更等 

 （維持管理及び運営業務の変更） 

第52条  市が事業者に対して維持管理及び運営業務の内容の変更を請求した場合、市と事

業者は、協議により当該変更の当否を決定する。当該協議が不調に終わった場合、市 

が、当該変更の当否を決定するものとし、事業者は、これに従う。 

２ 事業者が、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により、市に対して 

維持管理及び運営業務の内容の変更等を請求した場合、市と事業者は、協議により当 

該変更の当否を決定する。当該協議が不調に終わった場合、市が、当該変更の当否を 

決定するものとし、事業者は、これに従う。 

３ 前 2 項により当該業務に係る費用が増減する場合、市及び事業者は、協議により合理 

的な範囲内で当該費用の増減分をサービスの対価から変更することができる。なお、 

当該協議が整わない場合、市は、市の責めによる事業内容の変更等に起因して維持管 

理及び運営業務に係る費用が増加するときは、当該増加費用を負担するとともに、当該

維持管理及び運営業務に係る費用が減少しても、サービス対価の減額は行わない。 



 

15 

４ 前項に規定する市の責めによる事業内容の変更等及び当該変更に伴う費用の増減につ 
いては、第75条に規定する関係者協議会で協議し決定するものとする。 
 

 （維持管理及び運営業務の一時中止） 

第53条  市は、必要があると認めるときは、事業者に対し維持管理及び運営業務の全部又

は一部を一時中止させることができる。 
２ 市は、前項の場合において必要があると認めるときは、維持管理及び運営業務の内容 
を変更することができる。市は、事業者の責に帰すべき場合を除き、維持管理及び運営
業務の一時中止に伴う増加費用又は事業者に生じた損害を負担する。 
 

第４節 損害の発生等 

 （維持管理及び運営業務により第三者に及ぼした損害） 

第54条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務に関し、事業者の責めに帰すべき事

由により、市又は第三者に損害を与えた場合は、市又は第三者が被った損害を賠償 す 

る。 
２ 市は、市の責めに帰すべき事由により、第三者に損害を与えた場合、その損害を賠償 
する。 
 

 （維持管理及び運営業務に係る保険） 

第55条  事業者は、前条に定める損害賠償に係る事業者の負担に備えるために、本施設等

の維持管理及び運営業務期間中、別紙 3 に記載する「建設、維持管理及び運営業務 

期間中の保険」のうち、第三者賠償責任保険等に加入する、若しくは、維持管理及び 

運営業務の受託者に加入させるものとする。 
２ 事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務期間中、事業者による第三者に対する損害
賠償に十分に備えるために、自己の費用で適切な損害賠償保険に加入しなければならな
い。 
３ 事業者は、前 2 項に規定する保険契約及び保険証書の写しを当該保険契約の締結後、 
速やかに市に提出する。 
４ 事業者は、本条第 1 項及び第 2 項に係る保険金請求権について、事前の市の書面によ 
る承諾を得た上で本事業のために融資を行う銀行又はその他の金融機関（以下「金融 
機関等」という。）のために質権等の担保権を設定する場合を除き、担保権を設定し 
てはならない。 
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第５節 履行保証 

 （維持管理及び運営業務の履行保証） 

第56条  事業者は、本施設等の維持管理及び運営業務の履行保証として、運用開始日まで

に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、本項第 5 号 

の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保証証券を市に寄託しな 

ければならない。 

（１）契約保証金の納付 

（２）契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

（３）本施設等の維持管理及び運営業務に係る債務の不履行により生ずる損害金の支払

を保証する銀行、市が確実と認める金融機関又は保証事業会社の保証 

（４）本施設等の維持管理及び運営業務に係る債務の履行を保証する履行保証証券によ

る保証 
（５）本施設等の維持管理及び運営業務に係る債務の不履行により生ずる損害をてん補

する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額は、維持管理及び運営業務に係る年間のサービスの 

対価の10分の1以上としなければならない。 

３ 本条第 1 項の規定により、事業者が同項第 2 号又は第 3 号に掲げる保証を付したとき 

は、当該保証は、契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第 4 

号又は第5号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 契約金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の維持管理及び運営業務に係る 

年間のサービスの対価の 10 分の 1 に達するまで、市は、保証の額の増額を請求する 

ことができ、事業者は、保証の額の減額を請求することができる。 
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第８章  サービスの対価の支払い 

 

 （サービスの対価の支払い） 

第57条  市は、事業者が本施設等の維持管理及び運営業務について、要求サービス水準に

適合した業務を行っていることが市により確認されることを条件として、事業者が本 

契約に従い提供するサービスを市が一体のサービスとして購入する対価として、別紙 

4 に記載する「サービスの対価の支払い方法」に従い、事業者に対して維持管理及び 
運営業務のサービスの対価を支払う。 

２ 市によるサービスの対価支払いの対象となるサービスは、別紙 4 に記載する「サー 

ビスの対価の支払い方法」に定めるように、本施設等の「設計及び建設工事等業務の 

対価」及び「維持管理及び運営業務の対価」であり、サービスの対価の総額は、事業 

者が事業期間を通じて支出する本施設等の設計費、建設・工事監理費、厨房機器・食器

等の調達及び設置費、維持管理費、運営費、各種保険料、公租公課等の総額である。 

３ サービスの対価の算定方法及び支払方法は、別紙 4 に記載する「サービスの対価の 

支払い方法」に定めるとおりである。 
 

 （サービスの対価の変更） 

第58条  各事業年度の業務に対するサービスの対価の改定方法は、別紙 5に記載する「サ

ービスの対価の改定方法」のとおりである。 
 

 （サービスの対価の減額） 

第59条  市は、第 51 条に規定する本施設等の維持管理及び運営業務に対するモニタリン 

グの結果、要求サービス水準に不適合な業務（以下「不適合業務」という。）が認め 

られ、市から事業者に対して改善勧告がなされたにもかかわらず、改善のために相当 

な期間経過後も改善がなされなかった場合、別紙 2 に記載する「モニタリング及び 

ペナルティの考え方」に定める方法に従い、維持管理及び運営業務に係る該当する業 

務のサービス対価を減額することができる。 
 

 （サービスの対価の返還） 

第60条  市は、事業者から提出された各業務報告書若しくは市への支払請求書等に虚偽の

記載又はモニタリングに際しての事業者説明の重要な点における真実との不一致があ 

ることが判明した場合、その不実報告等により本来支払う必要のない該当する業務のサ

ービス対価の相当額（使用不可施設応分、サービス対価未達分）について、サービス対

価の支払いを免れることができる。事業者は、その不実報告等がなければ受領できなか

ったはずの既に受領した過払いのサービス対価の相当額（市が減額し得たサービス対価

の相当額も含む。）に、年 5.0％の遅延損害金を付して市に返還しなければならない。 
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第９章  事業者の経営状況の報告等 

 

 （事業者の経営状況に係る報告） 

第61条  事業者は、維持管理及び運営業務期間中、毎事業年度の財務書類を作成し、毎会

計年度の最終日から起算して 3 カ月以内に、公認会計士又は監査能力のある第三者の 
会計監査を受けた上で、監査済財務書類の写しを市に提出し、市に監査報告を行う。 

 

（事業者の経営状況に対する市によるモニタリング） 

第62条  市は、前条に基づき提出された財務書類による財務状況の確認により、必要があ

ると認められる場合は、事業者に対し財務状況の改善を勧告できる。その勧告がなさ 

れた場合、事業者は速やかに財務状況改善計画書を市に提出して、その確認を受け、 

当該改善計画を適切に実行する。 
 

第１０章 契約期間及び契約の終了 

 

 （契約期間） 

第63条  本契約の有効期間は、本契約締結日から平成３６年３月末日までとする。ただし

、事業期間終了日経過時において未履行である市又は事業者の本契約上の義務及びそ 

れに起因して事業期間の終了日の経過後に発生した義務は、その履行が完了するまで 

法的拘束力を有する。 

 

 （期間満了時の取扱い） 

第64条  事業者は、本契約終了に当たり、市が継続的に維持管理及び運営業務を行うこと

ができるように、本施設等の維持管理及び運営業務に係る必要事項を市に説明し、事 

業者が使用した維持管理及び運営業務に関する操作要領、申し送り事項その他の関係 

資料を市に提供する等、本施設等の維持管理及び運営業務の引き継ぎに必要な協力を 

行う。 

 

 （市による本契約の終了） 

第65条  本施設等の市への引渡しの前に、次に掲げる事由のいずれかが存在する場合、市

は、事業者に対し書面で通知することにより、本契約の全部を解除して終了させるこ 

とができ、又は解除せずに事業者の契約上の地位を市が選定した第三者に移転させる 

ことができる。 
（１）事業者が各業務開始予定日を経過したにもかかわらず、設計又は建設工事等に着

手せず、相当の期間を定めて市が催告しても、着手しないことについて、事業者 

から市が納得できる程度の合理的な説明がなされないとき。 
（２）事業者の責めに帰すべき事由により、本施設等の引渡し予定日に本契約に従って

本施設等の引渡しがなされないとき。ただし、市及び事業者の合意により引渡し 

予定日が変更された場合は、この限りではない。 
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（３）前 2 号に定めるほか、事業者が本契約に違反し、市が相当な期間を定めて催告し 

ても、その違反の状態が解消されず、かつ、当該違反により本事業の目的が達成 

できないと認められるとき。 

２ 本施設等の市への引渡しの後に、次に掲げる事由のいずれかが存在する場合、市は、 

事業者に対し書面で通知することにより、本契約の全部を解除して終了させ、又は解 

除せずに事業者の契約上の地位を市が選定した第三者に移転させることができる。 

（１）事業者の責めに帰すべき事由により、本施設等の運用開始予定日に給食提供が開

始できないとき又はその見込みがないことが明らかになったとき。ただし、市及び

事業者の合意により運営開始予定日が変更された場合は、この限りではない。 

（２）第 51 条に規定するモニタリングの実施の結果、別紙 2 に記載する「モニタリン

グ及びペナルティの考え方」に従い、事業者の維持管理及び運営業務について、 

不適合業務が認められ、市が改善勧告をしたにもかかわらず、相当な期間が経過 

してもその状態が改善されず、かつ、当該不適合な状態により本事業の目的の達成

が不可能であると認められたとき。 

（３）事業者の責めに帰すべき事由により、連続して 30日以上又は 1年間において 100

日以上、事業者による維持管理及び運営業務が、第 51 条に規定するモニタリング

の実施の結果、要求サービス水準を満たしていないと認められる状況が存在した 

とき。 

３ 本施設等の市への引渡しの前後を問わず、次に掲げる事由のいずれかが存在する場合、

市は、書面により通知することにより、本契約の全部を解除して終了させることができ

る。 

（１） 給食が継続して供給出来ない等、事業者による本事業の放棄と認められる状況

が、7日以上継続したとき。 

（２） 事業者が、破産、会社更生、民事再生、会社整理、特別清算その他これらに類

する法的倒産手続（今後制定される倒産に関する法律に基づく手続きを含む。） 

について、事業者の取締役会等でその申し立てを決議したとき又は第三者（事業者

の取締役等も含む。）によってその申し立てがなされたとき。 

（３） 事業者が、支払い不能又は支払い停止となったとき。 

（４） 事業者が、故意又は過失により、各業務報告書、財務書類、請求書等に著しい

虚偽記載を行ったとき。 

（５） 事業者の責めに帰すべき事由により、本契約の履行が困難になったとき。 

（６） その他事業者が本契約に違反し、事業者の責めに帰すべき事由により、本契約

の目的を達することができないと認められるとき。 

４ 本契約が、前 3 項の規定により終了した場合、市及び事業者は、本契約終了の時期の 

区分に応じて、次の各号に掲げられた処理に従う。 

（１） 当該解除が、本施設等の引渡し前になされた場合 

ア 事業者は、市に対し、本施設等の設計、建設工事及び工事監理の費用及び当該

額に係る消費税等相当額の合計額に相当する金額の 10 分の 1 の違約金を直ち

に支払う。なお、違約金の支払いにより市の事業者に対する損害賠償を妨げる

ものではない。 
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イ 市は、出来形部分について、相当する金額により買い取ることができる権利

（買い取り代金は当該価格の決定後、一括にて支払うことを原則とするが、 

市の支払いに関する予算措置の必要性等に鑑み、契約解除等における支払い 

条件については、市と事業者の協議により決定する。）又は事業者に自己の 

費用で本施設等を撤去させる権利のいずれかを行使するものとする。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、自己の費用で速やかに撤去しなければならない。 

（２）当該解除が、本施設等の引渡し後になされた場合 

ア 事業者は、市に対し、年間の維持管理及び運営業務に係るサービスの対価の  

12 分の 3 に相当する金額及び当該額に係る消費税相当額の合計額の違約金を 

支払う。なお、違約金の支払いにより市の事業者に対する損害賠償を妨げる 

ものではない。 

イ 市は、設計及び建設工事等業務の対価に相当する金額のうち、事業者に未払い

の金額相当額（本契約の解除までに発生する割賦金利相当額を含む。）を支払

い、本施設等をそのまま所有する。ただし、市の支払いに関する予算措置の 

必要性等に鑑み、契約解除等における支払い条件については、市と事業者の 

協議により決定する。また、市は、本契約の解除までに事業者が実施した本 

施設等の維持管理及び運営業務に係るサービスの対価のうち未払いの金額相当

額を第57条に定められた方法により支払う。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、自己の費用で速やかに撤去する。市による買い取りの対象 

となる機器等について、修繕が必要であると認められる場合、事業者は、当該

修繕に必要な手配を行い、当該修繕費用を別途負担する。 

 

 （事業者による本契約の終了） 

第66条  市がサービスの対価の支払義務その他の本契約上の重要な義務に違反し、かつ、

事業者による催告後１８０日以内に当該違反を是正しない場合、事業者は、市に対し 

書面で通知することにより、本契約の全部を解除して、契約を終了することができる。 

２ 前項の場合、市及び事業者は、本契約終了の時期の区分に応じて、次の各号に掲げられ

た処理に従う。 

（１）当該解除が、本施設等の引渡し前になされた場合 

ア 市は、出来形部分がある場合において、本施設等の出来形部分を検査の上、 

相当する金額で買い取るものとする。買い取り代金は、当該価格の決定後一括

にて支払うことを原則とするが、市の支払いに関する予算措置の必要性等に 

鑑み、契約解除等における支払い条件については、市と事業者の協議により 

決定する。 

イ 市は、アに規定する買い取り代金のほか、事業者の下請負人との契約解除によ

り事業者に生じる手数料及び違約金、事業者が得られていたはずの 3 年分の 

逸失利益、当該買取代金によってはてん補されない費用及びその他の損失の 

うち市の不履行と相当な因果関係の範囲にある合理的な金額（ただし、保険 
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により填補されるべき金額を控除する。）を協議の上、事業者に支払う。当該

支払いは、当該金額の決定後一括にて支払うことを原則とするが、市の支払い

に関する予算措置の必要性に鑑み、契約解除等における支払い条件については、

市と事業者の協議により決定する。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、速やかに撤去しなければならない。 

（２）当該解除が、本施設等の引渡し後になされた場合 
ア 市は、本施設等の所有権を引き続き保有することを前提として、事業者に対し、

本施設等の設計及び建設工事等業務の対価のうち、事業者に未払いの金額相当

額（本契約の解除までに発生する割賦金利相当額を含む。）を支払う。当該 

支払いは、当該金額の決定後一括にて支払うことを原則とするが、市の支払い

に関する予算措置の必要性に鑑み、契約解除等における支払い条件については、

市と事業者の協議により決定する。 

イ 市は、アに規定する債務のほか、事業者の受託者との契約解除により事業者に

生じる手数料並びに違約金及び事業者が得られていたはずの 3 年分の逸失利益

及びその他の損失のうち市の不履行と相当な因果関係の範囲にある合理的な 

金額（ただし、保険によりてん補されるべき金額を控除する。）を協議の上、

事業者に支払う。当該支払いは、当該金額の決定後一括にて支払うことを原則

とするが、市の支払いに関する予算措置の必要性に鑑み、契約解除等における

支払い条件については、市と事業者の協議により決定する。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、速やかに撤去しなければならない。 

 

 （市の公益上の事由による契約終了） 

第67条  市は、本事業の実施の必要が無くなった場合又は本施設等の転用が必要となった

場合、事業者に対し 180 日以上前に書面で通知することにより、本契約の全部を解除 

して終了させることができる。 

２ 本契約が、前項の規定により終了した場合、市及び事業者は、前条第２項に掲げられた

処理に従う。 

 

 （法令変更又は不可抗力等による場合の契約の終了） 

第68条  法令変更又は不可抗力により、本事業の実施の継続が著しく困難若しくは不可能

であり、又は本事業の実施に過大な費用を要すると認められる場合で、市及び事業者 

との間の協議が整わないときは、市は、本契約の全部を解除して終了させることがで 

きる。 

２ 前項に基づき、本契約の全部が終了する場合、市及び事業者は、本契約終了の時期の 

区分に応じて、次の各号に掲げる処理に従う。 

（１）当該解除が、本施設等の引渡し前になされた場合 

ア 市は、本施設等の出来形部分を検査の上相当する金額（ただし、保険により 

てん補されるべき金額を控除する。）及び当該額に係る消費税等相当額の合計

額により、本施設等の出来形部分を買い取る。買い取り代金は、当該価格の 
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決定後一括にて支払うことを原則とするが、市の支払いに関する予算措置の 

必要性等に鑑み、契約解除等における支払い条件については、市と事業者の 

協議により決定する。 

イ 市は、アに規定する買い取り代金のほか、事業者の委託先若しくは請負人との

契約解除により事業者に生じる手数料及び違約金等及び当該買い取り代金に 

よってはてん補されない費用（事業者に係る逸失利益を含まない。）のうち、

当該法令変更又は不可抗力等と相当な因果関係の範囲にある合理的な金額 

（ただし、保険によりてん補されるべき金額を控除する。）について、事業者

と協議の上、事業者に支払う。当該支払いは、当該金額の決定後一括にて支払

うことを原則とするが、市の支払いに関する予算措置の必要性に鑑み、契約 

解除等における支払い条件については、市と事業者の協議により決定する。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、自己の費用で速やかに撤去しなければならない。 

（２）当該解除が、本施設等の引渡し後になされた場合 

ア 市は、本施設等を引き続き保有又は所有権を留保することとして、事業者に対

し本施設等の設計及び建設工事等業務の対価のうち、事業者に未払いの金額 

相当額（本契約の解除までに発生する割賦金利相当額を含む。）を支払う。 

当該支払いは、当該金額の決定後一括にて支払うことを原則とするが、市の 

支払いに関する予算措置の必要性に鑑み、契約解除等における支払い条件に 

ついては、市と事業者の協議により決定する。 

イ 市は、アに規定する債務のほか、事業者の委託先との契約解除により事業者に

生じる手数料、違約金等及び当該買い取り代金によりてん補されない費用 

（事業者に係る逸失利益を含まない。）のうち、当該法令変更又は不可抗力等

と相当な因果関係の範囲にある合理的な金額（ただし、保険によりてん補され

るべき金額を控除する。）について、事業者と協議の上、事業者に支払う。 

当該支払いは、当該金額の決定後一括にて支払うことを原則とするが、市の支

払いに関する予算措置の必要性に鑑み、契約解除等における支払い条件につい

ては、市と事業者の協議により決定する。 

ウ 事業者は、本施設等に設置された事業者が所有する機器等について、市が買い

取るものを除き、自己の費用で速やかに撤去しなければならない。 

 

第１１章 法令変更 

 

 （法令変更に係る通知の付与） 

第69条  事業者は、法令変更により、契約関係書類又は設計図書等に従って本契約の建設

工事等を実施できなくなった場合、契約関係書類又は維持管理及び運営業務仕様書に 

従って本施設等の維持管理及び運営業務ができなくなった場合又はそれらの実施のため
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に過分の費用を要すると認められる場合若しくはそれらのおそれがあると認められる 

場合は、その内容の詳細を記載した書面により市に対し通知する。 
２ 市及び事業者は、前項に規定する通知がなされた時点以降、本契約に基づく自己の義務

が適用法令に違反することとなった場合、履行期日における義務が当該適用法令に違反

する限りにおいて、その履行義務を免れる。この場合において、市又は事業者は、相手

方に生じる損害を最小限にするよう努力をしなければならない。 

 

 （法令変更に係る協議及び追加費用の負担） 

第70条  市は、事業者から前条第 1 項に規定する通知を受領したときは、直ちに、調査を
行い、当該通知の内容が事実と合致しているか否か等について確認した上で、当該法令

変更に対応するために、速やかに本契約、設計図書等の変更及び必要な追加費用の負担

について、事業者と協議する。 
２ 前項の協議にかかわらず、新設又は改廃された法令の施行の日から 30 日以内に本契約

等の変更及び必要な追加費用等の負担についての合意が成立しない場合、市は、その 

対応方法を決定し、事業者に通知し、事業者は当該対応方法に従うものとする。 

３ 前項により市が決定した対応方法について、追加費用等の負担は、次のとおりとする。 

（１）当該法令変更が本事業に直接関連する租税に係る法令以外の法令変更及び消費税、

地方消費税に関する法令変更の場合は、市が負担する。 
（２）当該法令変更により、事業者の費用負担又は事業者に対する課税が軽減されたこ

とにより、事業者の税引き後当期利益が増加したものと認められる場合、事業者は、

その増加額相当額を市に支払う。この場合、市は、当該増加額相当額を市が支払う

べきサービスの対価と相殺することができる。 

 

第１２章 公租公課 

 

 （公租公課の負担） 

第71条  本契約に関連して生じる公租公課は、本契約に別段の定めがある場合を除き、 

すべて事業者の負担とし、市は、本契約の定めに従いサービスの対価を支払うほか、 

本契約に関連して生じる公租公課を別途負担しない。 

 

第１３章 不可抗力 

 

 （不可抗力に係る通知の付与） 

第72条  事業者は、不可抗力（事業者が、善良な管理者の注意義務を尽くしても回避でき

ない第三者による損害を含む。）により、契約関係書類又は設計図書等に従って本契約

の建設工事等を実施できなくなった場合、契約関係書類又は維持管理及び運営業務仕様

書に従って本施設等の維持管理及び運営業務ができなくなった場合又はそれらの実施の
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ために過分の費用を要すると認められる場合若しくはそれらのおそれがあると認められ

る場合は、その状況の詳細を記載した書面で市に対し通知する。 
２ 市及び事業者は、不可抗力により履行できなくなった義務を免れる。市又は事業者は、

相手方に生じる損害を最小限にするよう努力をしなければならない。 

 

 （不可抗力に係る協議及び追加費用の負担） 

第73条  市は、事業者から前条第 1 項に規定する通知を受領したときは、直ちに調査を行

い、当該通知の内容が事実と合致しているか否か等について確認した上で、当該状況に

対応するために、速やかに本契約並びに設計図書等の変更、修繕及び必要な追加費用等

の負担（以下「対応策」という。）について、事業者と協議する。 

２ 前項の協議にかかわらず、当該状況が発生した日から 14 日以内に対応策についての 

合意が成立しない場合、市は、対応策を決定して事業者に通知し、事業者は、当該対応

策に従うものとする。 

３ 前項により市が決定した対応策について、追加費用等の負担は次のとおりとする。 

（１）施設引渡し前においては、当該追加費用のうち、第三者による損害賠償、保険又

は政府による支援等によりてん補されなかった費用のうち、設計及び建設工事等の

費用の 100分の 1相当額にいたるまでの費用は、事業者が負担するものとし、残額
を市の負担とする。 

（２）施設引渡し後においては、当該追加費用のうち、第三者による損害賠償、保険 

又は政府による支援等によりてん補されなかった費用のうち、各事業年度の維持 

管理及び運営費相当額の 100 分の 1 相当額にいたるまでの費用は、事業者が負担 

するものとし、残額を市の負担とする。なお、同一事業年度内に数次にわたる負担

が必要となった場合、事業者は、維持管理及び運営費相当額の 100 分の 1 を上限 
として負担する。 

（３）前 2 号にかかわらず、事業者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより当該 

追加費用が発生した場合及び事業者が付保義務のある保険の購入又は維持を怠った

ことにより当該追加費用が保険によりてん補されない場合は、事業者が負担する。 

 

 （不可抗力への対応） 

第74条  市及び事業者は、前条第 1 項による対応策が決定されるまでの間、不可抗力によ

る本事業への影響を早期に除去し、損害を最小限に抑えるよう、適切な対応を行う。 
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第１４章 関係者協議会 

 （関係者協議会の設置） 

第75条  市及び事業者は、本事業に関する協議を行うために、関係者協議会を設置する。 
２ 市及び事業者は、本契約の締結後、速やかに、関係者協議会の組織・運営に必要な事項

を定める。 

３ 市は、必要に応じて関係者協議会を招集する。 

４ 事業者は、必要があると判断したときは、市に対し関係者協議会の招集を請求すること

ができる。 

 （関係者協議会の構成員） 

第76条  協議会は、市及び事業者の代表者各 3 名以内により構成されるものとする。ただ
し、市及び事業者は、協議会における協議により、協議会の構成員数を変更することが

できる。 
２ 市及び事業者は、その職員、役員、従業員その他の者を必要に応じて協議会に出席させ

ることができる。 

３ 市及び事業者が必要と判断した場合には、協議会の構成員は、各自が第三者を協議会に

招致し、協議会の意思決定に際して、その第三者の意見を聴取することができる。 

 

第１５章 その他 

 （契約上の地位の譲渡等） 

第77条  事業者は、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、本契約上の地位及び 

権利義務を第三者に譲渡又は担保に供するその他の処分をしてはならない。ただし、 

法令等に反しない範囲で、事業者が金融機関等に対して担保権を設定する場合は、  

市は、不合理に書面による承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

 

 （株主の制限） 

第78条  事業者は、市の事前の書面による承諾を得ずに株式の譲渡を承認してはならない。

また、第三者に譲渡することはできない。さらに、本契約締結日現在の出資者以外の 

者に対して新株、新株予約権、新株予約権付社債、その他事業者の株主構成割合に変更

をもたらす可能性のある証券の割り当てを行わず、かつ、事業者の新株引受権を出資者

以外の者に対して与えない。 

  

（担保権の設定） 

第79条  事業者は、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、事業者の所有する設備

を譲渡し、又はこれに担保権を設定することはできない。ただし、法令等に反しない 

範囲で、事業者が本事業に関し融資を受けている金融機関等に対して担保権を設定する

場合は、市は、不合理に書面による承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 
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（秘密保持） 

第80条  市及び事業者は、互いに本事業に関して知り得た相手方の秘密及び事業者が本事

業の実施を通じて知り得た情報を第三者に漏らし、かつ、本契約の履行以外の目的に 

使用してはならない。ただし、市及び事業者が認めた場合又は市若しくは事業者が法令

等に基づき開示する場合は、この限りではない。 

  

（準拠法） 

第81条  本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。 

  
（管轄裁判所） 

第82条  本契約に起因する紛争に関する訴訟については、さいたま地方裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

  
（解釈） 

第83条  本契約に定めのない事項及び本契約の解釈に関して疑義が生じた事項については

、その都度、市及び事業者が誠実に協議の上、これを決定する。 
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別紙 １  用語の定義（第 1条関係） 

 

本契約において使用する用語の定義は、次のとおりとする。 

 

（１）「本事業」とは、市が民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す 

る法律（平成 11年法律第 117号。以下「PFI法」という。）に基づき、特定事業として

選定した狭山市立第一学校給食センター更新事業をいう。 

（２）「事業年度」とは、毎年4月1日から始まる1年間をいう。 

（３）「入札説明書等」とは、平成 19 年 4 月 20 日に公表した狭山市立第一学校給食  

センター更新事業入札説明書及びその添付資料をいう。 

（４）「要求水準書等」とは、平成 19 年 4 月 20 日に公表した狭山市立第一学校給食  

センター更新事業要求水準書及びその添付資料をいう。 

（５）「事業契約書等」とは、狭山市立第一学校給食センター更新事業に係わる事業契約

書及び事業契約約款並びにその事業契約の締結以降に、本事業に関し市と事業者の間で

合意されるもの全てをいう。 

（６）「事業者提案」とは、事業者が、市に提出した提案書及び交渉時に提出された提案

図書による提案をいう。 

（７）「本施設等」とは、本契約に基づいて事業者が事業契約書に記載された事業場所に

整備する入間川給食センターと柏原給食センター及びその附帯施設並びに移設を行う 

築山、棚及び畑の総称をいう。 

（８）「設計図書等」とは、事業者が作成する本施設等の設計に係る一切の書類をいう。 

（９）「完成図書」とは、事業者が作成する本施設等の完成に係る一切の書類をいう。 

（10）「施工計画書」とは、事業者が作成予定の本施設等の建設工事等に係る施工手順 

及び施工方法を記載した書類をいう。 

（11）「維持管理及び運営業務計画書」とは、契約関係書類に従い、事業者が事業年度毎

にあらかじめ作成する本施設等の維持管理及び運営業務の計画に係る書類をいう。 

（12）「サービスの対価」とは、本契約に基づく事業者の債務履行に対し、別紙 4 に 

記載する「サービスの対価の支払い方法」に従って市が支払う対価をいう。 

（13）「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、騒乱、暴動

その他自然的又は人為的な現象のうち、通常の予見可能な範囲外のものであって、市 

及び事業者のいずれの責めにも帰すことのできないものをいう。 

（14）「事業期間」とは、本契約締結日から事業期間終了日（平成 36年 3月末日）までの

期間をいう。 

（15）「工事着手予定日」とは、事業者が本施設等の建設工事等に着手する予定日をいう。 

（16）「業務開始予定日」とは、設計業務、建設・工事監理業務、厨房機器・食器等の調

達・設置業務、維持管理業務及び運営業務それぞれについて、事業者の提案に基づいて、

契約締結後１箇月以内に市が決定し、決定後６日以内に書面により通知する日をいう。 
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（17）「運用開始予定日」とは、学校給食の提供を開始する予定日をいう。 

（18）「利用者等」とは、学校給食センターの業務に従事する職員等、見学者及び随行者、

各小中学校の配膳担当職員、教職員、児童及び生徒をいう。 

（19）「契約解除等における支払い条件」とは、第 65 条から第 68 条に規定する市の支払

いの具体的な支払い時期、支払い方法（本契約に規定された支払いスケジュールを変更

することにより必要となる利息相当額を含む。）をいう。 
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別紙 ２ モニタリング及びペナルティの考え方（第 51条、第 59条、第 65条関係） 

 

１ モニタリングの基本的考え方 

市は、市が支払うサービスの対価に対して事業者が実施する業務が適切になされている

か確認することを目的として、モニタリングを行う。 

 

（１）モニタリングの項目 

市は、以下の各段階において、事業者の実施する業務のモニタリングを行う。 

 

①本施設等の設計及び建設段階におけるモニタリング：第14条・第25条関係 

事業者提案及び本契約に基づき、本施設等の設計及び建設工事等が適切に行われて 

いるかをモニタリングする。 

 

②本施設等の維持管理及び運営業務段階におけるモニタリング：第50条・第51条関係 

本施設等の維持管理及び運営業務が、適切に行われているか、サービスの提供方法や

利用者の満足度などを調査するとともに、本施設等の利用が可能である状態をモニタ 

リングする。維持管理及び運営業務段階におけるモニタリングは、以下の 2 つの視点に

ついて実施する。 

 

a） 本施設等の利用可能状態の把握。 

b） 要求サービス水準を満たしていることの確認。 

 

（２）モニタリングの方法 

市は、市自らの立ち会い又は確認若しくは事業者から提出された定期的な報告（設

計・建設段階）又は通常業務報告書及び随時業務報告書（維持管理及び運営業務段階）

により、施設利用可能状況の把握及び要求サービス水準を満たしていることの確認を行

う。さらに、通常業務報告書及び随時業務報告書記載事項の事実の確認を行う。 

 

２ ペナルティの基本的考え方 

市は、維持管理及び運営業務段階において、事業者が実施する業務に支障があると 

判断した場合、一定の経過措置を経た後、事業者へ支払うサービスの対価のうち、該当

する業務に相当する金額を減額する。 

 

（１）ペナルティ対象事象 

①事業者の責めに帰すべき事由により、施設の全部又は一部が利用できない。 

 

②事業者の責めに帰すべき事由により、サービス水準が達成されない。 
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（２）ペナルティに至るまでの経過措置とペナルティによるサービスの対価の減額 

モニタリングにより、ペナルティ対象の事象が判明した際に、市は、事業者に対し

て改善勧告を行う。 

事業者は、協議の上、事実確認に基づき改善計画書を提出し、改善措置を講ずるも

のとする。 

ペナルティ対象の事業、状況毎に、事業者と協議の上決定した改善完了予定日（図

－１に記す）を経過したにもかかわらず改善されない場合に、維持管理及び運営業務の

対価の減額に至る。 
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図―１ モニタリング及びペナルティの考え方 

 

 

月日例 月日例

5月30日 5月30日

6月5日 6月5日

6月10日 6月10日

6月17日 6月17日

7月7日 7月7日

改善 改善

7月14日 8月7日

7月19日 8月12日

7月27日 8月20日

8月17日 9月10日

次年　2月17日 次年　3月10日

改善完了予
定日後、６ヶ
月間改善さ
れない場合、
契約解除に
至る。

施設の全部もしくは一部の利用ができな
い。 サービス水準未達

改善勧告 改善勧告

第二回目
改善勧告

第二回改善完了予定日後６ヶ月改善されない場合　契約解除

減額：一日あた
りのサービス対
価（サービス対
価未達分）×
１.5×日数

第二回目
改善勧告

協議

改善計画書提出
（改善完了予定日を記入）

協議

改善計画書提出
（改善完了予定日を記入）

協議

改善計画書提出
（改善完了予定日を記入）

協議

改善計画書提出
（改善完了予定日を記入）

第二回改善勧告
までに改善された
場合、減額相当分
返還（一日あたり
のサービス対価
（使用不可施設応
分）×0.5×日数）

改善完了予定日
（ペナルティ起算日）

改善完了予定日
（ペナルティ起算日）

改善完了予定日
（ペナルティ起算日）

改善完了予定日
（ペナルティ起算日）

改善完了予
定日後、1ヶ
月間改善さ
れない場合、
第二回改善
勧告に至る。

減額：一日あた
りのサービス
対価（サービス
対価未達分）
×3×日数

減額：一日あた
りのサービス対
価（使用不可施
設応分）×１.5
×日数

減額：一日あた
りのサービス
対価（使用不
可施設応分）
×3×日数

改善完了予
定日後、６ヶ
月間改善さ
れない場合、
契約解除に
至る。

改善完了予
定日後、１週
間改善され
ない場合、第
二回改善勧
告に至る。
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別紙 ３ 建設、維持管理及び運営業務期間中の保険（第 33条、第 55条関係） 

 

事業者は、本施設等の建設、維持管理及び運営業務期間中、下記に記載する保険に加入 

するか、建設工事の請負人、維持管理及び運営業務の受託者に加入させる。 
 

表 1 建設、維持管理及び運営業務期間中の保険 

期
間 

保険種目 主な担保リスク 保険契約者 被保険者 

工事契約履行保証保険※ 

 
工事受託者の契約不履行に基づく 
契約解除違約金 
 

事業者又は 
請負人 

市又は事業者 

請負業者賠償責任保険 
工事遂行に起因して発生した 
第三者賠償責任損害及び訴訟費用等 
交叉責任担保、管理財物担保 

 
請負人 
 

市、事業者、 
請負人、 
下請負人 
 

建
設
期
間 

 
建設工事保険 
（火災、地震等） 
 

工事目的物の損害を担保 
（戦争･ﾃﾛ･放射能ﾘｽｸは除く） 

請負人 
市、事業者、 
請負人、 
下請負人 

 
維持管理及び運営業務契約
履行保証保険※※ 
 

 
維持管理及び運営業務受託者の契約不
履行に基づく契約解除違約金 
 

事業者又は 
維持管理及び運
営業務の受託者 

市又は事業者 

維
持
管
理
及
び
運
営
業
務
期
間 

 
維持管理及び運営業務業者
賠償責任保険 
 

施設全体の維持管理及び運営業務の遂
行に起因して発生した第三者賠償責任
損害及び訴訟費用等 
管理財物に対する賠償も担保 

維持管理及び運
営業務の受託者 

事業者、維持管
理及び運営業務
の受託者 

（保険名称は一般的な名称であり、保険会社によって異なる名称となることもある。） 

 

上記以外の保険については、事業者の提案により、市と協議の上、決定する。 

※ 第 34条 1項（1）号～（4）号により対応した場合は不要 

※※ 第 56条 1項（1）号～（4）号により対応した場合は不要 
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別紙 ４ サービスの対価の支払い方法（第 57条関係） 

 

１ サービスの対価の構成 

事業期間中、市が、事業者に支払うサービスの対価は、①設計及び建設工事等業務の

対価、②維持管理及び運営業務の対価から構成される。それぞれの対価項目は、以下の

とおりである。 
 

表 2 サービスの対価の構成 

 項目 内訳 内訳に含まれる費用 

ア 施設費 

（a） 一時支払金 
（b） 割賦原価 

調査・設計費、建設工事費（厨房機器等設置工事、付帯設備

工事、土木工事及び築山移転に係る費用を含む。）、工事監
理費、確認申請等の手続きに要する諸費用、事業者の開業に

伴う諸費用、建中金利、融資組成手数料、その他施設整備に
関する初期投資と認められる費用 

イ 割賦金利 基準金利＋事業者の提案スプレッド 

①設計及び
建設工事等
業務の対価 

(1) 施設費 

ウ 消費税等 「ア 施設費」に賦課される消費税及び地方消費税 

エ 維持管理費 建物保守点検費、建物設備保守点検費、清掃費、外構・植栽

保守点検費、警備費、修繕費等 
(2) 維持管

理業務

費 オ 消費税等 「エ 維持管理費」に課税される消費税及び地方消費税 

カ 運営費 調理員人件費、給食配送・回収費、洗浄・残滓処理費等 (3)運営業
務費 キ 消費税等 「カ 運営費」に賦課される消費税及び地方消費税 

ク その他費用 事業者の運営費、保険料、監査費用、法人税、法人住民税等

法人の利益に対して賦課される税金 
事業者の税引後利益（株主への配当等の原資等） 

②維持管理
及び運営業
務の対価 

(4) その他

の費用 

ケ 消費税等 「ク その他費用」に賦課される消費税及び地方消費税 

 

① 設計及び建設工事等業務の対価 
設計及び建設工事等業務の対価は、施設建設に必要な一切の費用からなる施設費と、施設
費を市が割賦で支払うことによって必要な割賦金利からなるものとする。 
割賦金利の算出にあたっては、元利均等払いを前提とし、割賦金利は基準金利と事業者の
提案による利鞘（スプレッド）の合計とする。基準金利は、午前 10 時現在の東京スワッ
プ・レファレンス・レート（T.S.R）として Telerate17143 ページに掲示されている 6 ヶ月
LIBORベースの（円／円）金利スワップレート 10年ものとする。 

 
② 維持管理及び運営業務の対価 
維持管理及び運営業務の対価は、維持管理業務・運営業務の各業務に要する費用からなる。 
なお維持管理及び運営業務の対価については、別紙 5 に記載する「サービスの対価の改
定方法」に示した改訂及び別紙 2 に記載する「モニタリング及びペナルティの考え方」 
に定める規定による減額が行われない限り、原則として、毎支払時に同額が支払われるもの

とする。 
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２ 支払い金額及び支払いスケジュールについて 
サービスの対価の支払い金額及び支払いスケジュールについては、以下の各表に記載

のとおりとする。 

 

設計及び建設工事等業務の対価の金額及び支払いスケジュール 

支払時期 
（請求年月） ○ア割賦元本 

○イ消費税及び 
地方消費税 
相当額 

○ウ割賦金利 
（非課税） 

○エ税抜計 
（=○ア+○ウ） 

○オ税込計 
（=○ア+○イ+○ウ） 

平成 21年 7月 476,190,477円 23,809,523円  476,190,477円 500,000,000円 

平成 22年 4月 0円 0円 37,264,824円 37,264,824円 37,264,824円 

平成 22年 7月 24,614,185円 1,230,709円 12,650,639円 37,264,824円 38,495,533円 

平成 22年 10月 25,913,771円 1,295,688円 11,351,053円 37,264,824円 38,560,512円 

平成 23年 1月 26,088,689円 1,304,434円 11,176,135円 37,264,824円 38,569,258円 

平成 23年 4月 26,264,787円 1,313,239円 11,000,037円 37,264,824円 38,578,063円 

平成 23年 7月 26,442,074円 1,322,103円 10,822,750円 37,264,824円 38,586,927円 

平成 23年 10月 26,620,558円 1,331,027円 10,644,266円 37,264,824円 38,595,851円 

平成 24年 1月 26,800,247円 1,340,012円 10,464,577円 37,264,824円 38,604,836円 

平成 24年 4月 26,981,149円 1,349,057円 10,283,675円 37,264,824円 38,613,881円 

平成 24年 7月 27,163,272円 1,358,163円 10,101,552円 37,264,824円 38,622,987円 

平成 24年 10月 27,346,624円 1,367,331円 9,918,200円 37,264,824円 38,632,155円 

平成 25年 1月 27,531,213円 1,376,560円 9,733,611円 37,264,824円 38,641,384円 

平成 25年 4月 27,717,049円 1,385,852円 9,547,775円 37,264,824円 38,650,676円 

平成 25年 7月 27,904,139円 1,395,206円 9,360,685円 37,264,824円 38,660,030円 

平成 25年 10月 28,092,492円 1,404,624円 9,172,332円 37,264,824円 38,669,448円 

平成 26年 1月 28,282,117円 1,414,105円 8,982,707円 37,264,824円 38,678,929円 

平成 26年 4月 28,473,021円 1,423,651円 8,791,803円 37,264,824円 38,688,475円 

平成 26年 7月 28,665,214円 1,433,260円 8,599,610円 37,264,824円 38,698,084円 

平成 26年 10月 28,858,704円 1,442,935円 8,406,120円 37,264,824円 38,707,759円 

平成 27年 1月 29,053,500円 1,452,675円 8,211,324円 37,264,824円 38,717,499円 

平成 27年 4月 29,249,611円 1,462,480円 8,015,213円 37,264,824円 38,727,304円 

平成 27年 7月 29,447,046円 1,472,352円 7,817,778円 37,264,824円 38,737,176円 

平成 27年 10月 29,645,814円 1,482,290円 7,619,010円 37,264,824円 38,747,114円 

平成 28年 1月 29,845,923円 1,492,296円 7,418,901円 37,264,824円 38,757,120円 

平成 28年 4月 30,047,383円 1,502,369円 7,217,441円 37,264,824円 38,767,193円 

平成 28年 7月 30,250,203円 1,512,510円 7,014,621円 37,264,824円 38,777,334円 

平成 28年 10月 30,454,392円 1,522,719円 6,810,432円 37,264,824円 38,787,543円 

平成 29年 1月 30,659,959円 1,532,997円 6,604,865円 37,264,824円 38,797,821円 

平成 29年 4月 30,866,913円 1,543,345円 6,397,911円 37,264,824円 38,808,169円 

平成 29年 7月 31,075,265円 1,553,763円 6,189,559円 37,264,824円 38,818,587円 

平成 29年 10月 31,285,023円 1,564,251円 5,979,801円 37,264,824円 38,829,075円 

平成 30年 1月 31,496,197円 1,574,809円 5,768,627円 37,264,824円 38,839,633円 

平成 30年 4月 31,708,796円 1,585,439円 5,556,028円 37,264,824円 38,850,263円 

平成 30年 7月 31,922,831円 1,596,141円 5,341,993円 37,264,824円 38,860,965円 

平成 30年 10月 32,138,310円 1,606,915円 5,126,514円 37,264,824円 38,871,739円 

平成 31年 1月 32,355,244円 1,617,762円 4,909,580円 37,264,824円 38,882,586円 

平成 31年 4月 32,573,641円 1,628,682円 4,691,183円 37,264,824円 38,893,506円 
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平成 31年 7月 32,793,513円 1,639,675円 4,471,311円 37,264,824円 38,904,499円 

平成 31年 10月 33,014,870円 1,650,743円 4,249,954円 37,264,824円 38,915,567円 

平成 32年 1月 33,237,720円 1,661,886円 4,027,104円 37,264,824円 38,926,710円 

平成32年4月 33,462,075円 1,673,103円 3,802,749円 37,264,824円 38,937,927円 

平成32年7月 33,687,944円 1,684,397円 3,576,880円 37,264,824円 38,949,221円 

平成32年10月 33,915,337円 1,695,766円 3,349,487円 37,264,824円 38,960,590円 

平成33年1月 34,144,266円 1,707,213円 3,120,558円 37,264,824円 38,972,037円 

平成33年4月 34,374,740円 1,718,737円 2,890,084円 37,264,824円 38,983,561円 

平成33年7月 34,606,769円 1,730,338円 2,658,055円 37,264,824円 38,995,162円 

平成33年10月 34,840,365円 1,742,018円 2,424,459円 37,264,824円 39,006,842円 

平成34年1月 35,075,537円 1,753,776円 2,189,287円 37,264,824円 39,018,600円 

平成34年4月 35,312,297円 1,765,614円 1,952,527円 37,264,824円 39,030,438円 

平成34年7月 35,550,655円 1,777,532円 1,714,169円 37,264,824円 39,042,356円 

平成34年10月 35,790,622円 1,789,531円 1,474,202円 37,264,824円 39,054,355円 

平成35年1月 36,032,209円 1,801,610円 1,232,615円 37,264,824円 39,066,434円 

平成35年4月 36,275,426円 1,813,771円 989,398円 37,264,824円 39,078,595円 

平成35年7月 36,520,285円 1,826,014円 744,539円 37,264,824円 39,090,838円 

平成35年10月 36,766,797円 1,838,339円 498,027円 37,264,824円 39,103,163円 

平成36年1月 37,015,020円 1,850,798円 249,851円 37,264,871円 39,115,669円 

事業期間合計 ○カ2,182,442,280
円 
○キ109,122,135

円 
○ク380,578,388円 ○ケ2,563,020,668

円 
○コ2,672,142,803

円 

維持管理及び運営業務の対価の金額及び支払いスケジュール 

期間 ○サ維持管理等 
業務の対価 

○シ消費税及び 
地方消費税相当額 

○ス税込合計 
（=○サ+○シ） 

○セ平成 21年度分 208,492,311円 10,424,614円 218,916,925円 
○ソ期額（3ヶ月分） 69,497,437円 3,474,870円 72,972,307円 

○タ年額（=○ソ×4） 277,989,748円 13,899,486円 291,889,234円 

○チ事業期間合計（=○タ×14+○セ） ○ツ4,100,348,783円 ○テ205,017,418円 ○ト4,305,366,201円 

※運営業務の対価については、食数変動による改定を行うものとする。 

※上記対価の改定は、第 58条及び別紙 5に基づき行われるものとする。 

３ 支払方法 

① 設計及び建設工事等業務の対価の支払方法について 

市は、本施設等の引渡しを受けた後、設計及び建設工事等業務の対価について 

事業者からの請求手続きを経て平成 21年 7月に第 1回目の支払いを行い、平成 22年

4月末日から平成 36年 1月末日まで年 4回の割賦方式（4月、7月、10月、1月）に

より均等にて支払うこととする。 

② 維持管理及び運営業務の対価の支払方法について 

市は、事業者からの請求手続きを経て、維持管理及び運営業務の対価について、

平成 21年 10月末日を第 1回とし、以降、平成 36年 4月末日まで年４回支払うこと

とする。 
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別紙 ５ サービスの対価の改定方法（第 58条関係） 
 
１ 本施設等の設計及び建設工事等業務の対価の改定に関する基本的な考え方 
・本施設等の設計及び建設工事等業務の対価（初期投資費用）に係る割賦金利につい 
ては、金利変動に基づき 10年後に改訂を行う。 
・割賦金利の適用金利は基準金利に事業者の提案するスプレッド（0.500％）を加算した
率とする。 
・基準金利は平成 21年 6月 30日（引渡し予定日）の 2営業日前の東京時間午前 10時 
現在の東京スワップ・レファレンス・レート（T.S.R）として Telerate17143 ページ 
（又はその後継もしくは代替ページ）に表示されている 6ヶ月 LIBORベース 10年物
（円／円）金利スワップレートとする。 
・金利変動に基づく割賦金利の 10年後の改定については、基準金利を 10年後に見直す
こととし、基準金利の改定は平成 31年の 7月 31日の 2営業日前における午前 10時 
現在の東京スワップレファレンスレート（T.S.R）として Telerate17143 ページに掲示 
されている 6 ヶ月 LIBORベース５年物（円／円）金利スワップレートによるものと 
する。また、平成 31 年 10 月分以降の設計及び建設工事等業務の対価（初期投資  
費用）の支払いより、改定された割賦金利による支払いをするものとする。 
・各回毎の支払金額については、事業期間（除く据置期間）を通じた元利均等返済と 
して、未支払割賦元本に対しその時点での適用金利を用いた改定を行うこととして 

別途定めるものとする。 
 
２ 食数変動による運営業務の対価の改定に関する基本的な考え方 
・ 運営業務の対価は、以下のとおり構成される。 

運営業務の対価＝固定費＋変動費（食数の変動分） 
 
・ 変動費は給食１食当たりの単価に給食数を乗じた金額とし、給食１食当たりの単価
を40円とする。 

・ 給食数の算定に当たっては、実際に提供した給食数を基本とする。ただし、市の 
事業者に対する食数変動の通知が、期限内に行われなかった場合は、事業者が 

調理した給食数とする。 
・ 給食数の算定及び食数変動の通知期限については、市と事業者が協議の上、別途 

覚書を締結する。                  
       

３ 維持管理及び運営業務に係るサービスの対価の改定に関する基本的な考え方 
・維持管理及び運営業務の対価（公租公課を除く）については、事業契約に基づいて 

決定される金額を基に物価変動率を勘案して改定するものとする。 
・改定方法については、3 年毎 8 月の「企業向けサービス価格指数：物価指標統計  
月報・日銀調査統計局」を用い、前回改定年度（初回の改定時に対しては平成 18 年 
8 月）の指数と比較して 1.5％以上の差が生じた場合、表 3 に定める指標に基づき次 
年度分のサービスの対価の改定を行う。 
・技術革新等により維持管理及び運営業務に係る費用が著しく縮減する場合には、市 

及び事業者の協議により改訂するものとする。 
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表 3 改定に用いる指標 

業務の区分 該当する業務の内訳 使用する指標 

食器類・食缶等の更新業務 「国内企業物価指数」－その他工業製品 

（日本銀行） 
維持管理業務 

警備保安業務 「企業向けサービス価格指数」－警備 

（日本銀行） 

 上記以外の維持管理業務 「企業向けサービス価格指数」－建物サービス 

（日本銀行） 

運営業務 
「企業向けサービス価格指数」－諸サービス（日本

銀行） 

その他これらを実施する上で必要な関連業務 
「企業向けサービス価格指数」－諸サービス（日本

銀行） 

 


